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１.エコワークスの紹介

建設時の
省CO₂への
取組み

①会社概要

新築部門

リノベーション部門
(性能向上リフォーム)

■施工エリア

福岡県、佐賀県、熊本県

■従業員 70名（H30.4現在）

建設時の
省CO₂への
取組み建設時の

省CO₂への
取組み

LCCM
ZEH+
IoT

ZEH

リノベ

■売上

■事業内容（創業 2004年8月)

設計・施工・販売及びメンテナンス

リニューアル
オープン



１.エコワークスの紹介

①会社概要
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香椎浜hit展示場モデルハウス（福岡）

春日LCCMモデルハウス（福岡）

出仲間モデルハウス（熊本）

春日リノベモデルハウス（福岡）TKU展示場モデルハウス（熊本）大野城hit展示場モデルハウス（福岡）

モデルハウス（新築・リノベーション）



１.エコワークスの紹介

①会社概要
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自己紹介 全国の地域工務店代表として、

●一般社団法人ＺＥＨ推進協議会 代表理事（2017～）
●経産省「ＺＥＨロードマップ検討委員会」委員（2015～）
●国交省「住宅のエネルギー性能の表示のあり方に関する研究会」委員

（2012）

※ZEH＝ゼロ・エネルギー・ハウス

未来の子どもたちの環境を守るために活動しています

COP21本会議場

2015年パリ協定を採択したCOP21のサイドイベントへ参加

●環境省「COOL CHOICE」WG委員（2016～2018）
●環境省 家庭エコ診断制度運営委員会 委員（2019～）
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１.エコワークスの紹介

②SDGsへの取組

2030年に向けた「持続可能な開発目標」（2015年に国連が採択）
17のゴール（ゴールの下に169のターゲット）から構成され、

“地球上の誰一人として取り残さない”ことを誓っています。 （引用外務省HP）

SDGsとは



エコワークスが
取り組むゴール

省エネ住宅(ZEH・LCCM住宅)

レジリエンス

長期優良住宅

健康性・快適性

住まいづくり

合法木材の利用

高断熱・高気密

事業活動

脱炭素カンパニーへ

社員の働きがい

パートナーシップ
事業承継

女性活躍

SBT・RE100

１.エコワークスの紹介

②SDGsへの取組

+



１.エコワークスの紹介

②SDGsへの取組
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中小企業を対象として、
２℃目標や、ＲＥ１００の設定を支援（2018年～）。
応募企業数（2018年度）：１３社 うち、５社に対して個社別支援を実施
（エコワークス、大川印刷、精電舎電子工業、艶金化学繊維、リマテックホールディングス）

第１回支援面談

①支援事業に関する説明

②会社概要に関しての
ヒアリング

③算定に関するヒアリング

CO2排出量の算出
・

削減目標算定支援2018/9/12

【Scope１】
・社用車のガソリン使用

【Scope２】
・事業所・モデルハウス

の電気代
・建設現場の仮設電気代

第２回支援面談
2018/12/10

①中長期目標の設定
（排出削減量目標設定、
Scope3について）

②RE100についての意見交換

③環境省への成果報告について

環境省への
成果報告
・

ニュース
リリース

支援窓口：株式会社ウェイストボックス

２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

支援事業の概要

設定支援のプロセス

今年度（2019年度）の事業の紹介
「中小企業向けSBT・再エネ100%目標設定支援事業」として、
今年度も公募が行われ、15社程度を対象に支援事業が実施されています。



２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

▶SBT（Science Based Targets）について

企業版2℃目標。産業革命時期比の気温上昇を「２℃未満」にするために、企業が気候科学
（IPCC）に基づく削減シナリオと整合した削減目標を設定。

出典：環境省 グリーン・バリューチェンプラットホームより（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/supply_chain.html）

①事業活動の脱炭素化(スコープ１,２)
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・ Scope１（直接排出）

228.6 t-CO2/年

対象 CO2排出量（t-CO2/年）

ガソリン 143.3
都市ガス 0.3
合計 143.6

・ Scope２（間接排出）

対象 CO2排出量（t-CO2/年）

電気 85.0
合計 85.0

【留意事項】ガソリンは使用料金より単価にて割り返して使用量を推計。

建設現場の仮設電力はモデル1物件の実使用量より施工件数を乗じて推計。

エコワークスの事業活動によるCO2排出量の合計（2017年度）

２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

①事業活動の脱炭素化(スコープ１,２)

※ すべての事業所（全14拠点）の電気使用量より

※ 社用車のガソリン使用量、各事業所のガス使用量より



①事業活動の脱炭素化(スコープ１,２)
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２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

100％ 削減2040年までに温室効果ガス

SBTを上回る目標設定

■具体的な今後の取り組み

①営業車両のＥＶ化の推進
・社用車（トラック含む）
・社員からの借上車両

③再エネ電力メニュー導入

②所有太陽光発電システムによる
自家消費

④再エネ証書の購入

（全て事業所・モデルハウス）



▶RE100について
①事業活動の脱炭素化(スコープ１,２)

▶再エネ100宣言 RE Actionについて

RE100は、世界で影響力のある企業が、事業で使用する電力の
再生可能エネルギー100％化にコミットするイニシアチブ(大企業のみ)

-日本の参加企業とその目標- （一部抜粋）

◇リコージャパン
◇積水ハウス
◇イオン

自治体、教育機関、医療機関や、企業（※年間消費電力量が10GWh以下の企業）など、
あらゆる需要家団体が、使用電力の再エネ100％化宣言を表明し、共に行動を示していくイ
ニシアティブ
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（2030年30％、2050年100％）
（2030年50％、2040年100％）
（2035年50％、2050年100％）

中小企業や自治体等（大企業以外版）向けのイニシアチブ

２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

エコワークスは2019年10月の発足メンバーとして参画

2020年再エネ100％を達成します！
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▶省エネ住宅（ZEH）の提供

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネポータルサイト ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）より

高断熱
（省エネ）

高効率設備

（省エネ）
太陽光発電
（創エネ）

年間の一次エネルギー消費量の収支が
ゼロとすることを目指した住宅

２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

②住まいづくりの脱炭素化(スコープ３、カテゴリ11) ※カテゴリ11：販売した製品の使用



▶国のＺＥＨ普及目標

ＺＥＨ（ゼロエネルギーハウス）は、
急速に普及

2018年
（実績）

2020年 2030年

ＺＥＨ普及率

約２０％

ＺＥＨ普及率
(新築注文戸建)

５０％

ＺＥＨ普及率
(全新築住宅の平均)

約100％
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2018年度 94%（目標達成済み）

▶エコワークスの実績

２．環境省「中小企業版２℃目標・RE100の設定支援事業」への取組

長期的な国の省エネ施策や消費者の省エネニーズの高まりを追い風に

②住まいづくりの脱炭素化(スコープ３、カテゴリ11)
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３.Ｊクレジットへの取組



ブロックチェーンを活用した地域の再エネ価値活用スキーム

地域に設置されたPVの
自家消費分の再エネ価値

ゼロカーボンの達成を目指す
国内の様々な活動へ連携活用

九州や首都圏の企業における
再エネ価値ニーズ

ブロックチェーンでモニタリングされた
J-クレジットなどの再エネ価値の取引

エコワークス社の顧客住宅に設置された太陽光発電設備の再エネ価値をブロックチェーンを活用して証書化（J-クレジット制度等の活用）し、国
内の再エネ需要へのマッチングを図ります。また、再エネ価値を新電力会社などへ連携させることで、地域から創出される再エネ価値が電力供給
を通じて様々な事業者への再エネ率向上に活用されることになります。

企業 イベント 公共施設

電力会社

事業所 イベント 公共施設

再エネ電力

カーボンオフセット

ブロックチェーンによる情報管理

デジタルグリッド

住宅 住宅 住宅

• RE100やCDP、温対法などにおけるCO2削減と再エネ率向上を目指す
企業

• スポーツや国際会議などのカーボンオフセット開催
• 商品やサービスの再エネ活用メニューの企画

住宅

対価など

エコワークス物件 18

３.Ｊクレジットへの取組

資料提供：デジタルグリッド株式会社


